資料１－１
新たな大阪府男女共同参画計画の基本的な考え方＜検討資料＞

○「主な課題」及び「重点的に取り組むべき分野（案）」について

「男女共同参画関連施策の検証・評価（３次評価）」で課題とされたことや、これまでの審議会の議論の中で、新たな課題として意見が出されたものについて、以下のとおり、「主な課題」として整理しました。


じょ

じょ

【参考】
「第３次男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方（答申）」（男女共同参画会議）

重点的に取り組むべき分野（案）
（１）あらゆる分野への男女共同参画の推進
【現状】

（参考）
１－①：審議会等における女性委員の登用状況の推移（大阪府　全国）　

１－②：府における知事部局の女性職員・役職者比率の推移
１－③：女性の管理職比率の推移（大阪府　全国）
１－④：地方議会における女性議員の割合の推移（大阪府　全国）
１－⑤：大阪府内大学における学部学科別生徒数

１－⑥：昇任の希望（府職員アンケート調査）

１－⑦：大阪府内の民生委員・児童委員数
１－⑧：大阪府内のＰＴＡ役員数
１－⑨：職場において男女格差を感じること（府民意識調査）
１－⑩：HDI、GEM、GGIにおける日本の順位
１－⑪：外国人登録者数（大阪府）

※女性の活躍と企業業績との関係（調査中）

【今後の方向性】

【具体的な取組（例）】

の

（２）男女共同参画に向けた意識形成
【現状】

（参考）
２－①：男女平等の現状認識（府民意識調査）

２－②：性別役割分担意識（府民意識調査）

２－③：「男女共同参画社会」という用語の周知度（府民意識調査）
２－④：高等教育機関への進学率の推移(大阪府)

２－⑤：大阪府内大学における学部学科別生徒数（１－⑤参照）
【今後の方向性】


【具体的な取組（例）】


（２）現状


（３）仕事と子育て、介護との両立ができる環境の整備等

【現状】
（参考）
３－①：年齢階級別女性の就業率(大阪府　全国)　

３－②：年齢階級別女性の潜在的就業率(大阪府　全国)　

３―③：保育所定員、入所児童数、待機児童数の推移（大阪府）
３―④：育児休業の取得率（大阪府　全国）

３－⑤：家事に要する時間（府民意識調査）
３－⑥：大阪府の高齢化率（６５歳以上の割合）

３－⑦：大阪府の要介護認定者数

３－⑧：家庭における役割・・「老親や病身者の介護や看護」を誰が主に担うか
（府民意識調査）
３－⑨：自宅で介護する場合、主に誰が介護することになると思うか（府民意識調査）
３－⑩：職業生活でのストレス等の状況・職業生活におけるストレス等の原因　

・【今後の方向性】


【具体的な取組（例）】


（４）男女の人権の尊重と生涯を通じた健康支援

【現状】

（参考）
４－①：配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数

４－②：女性相談センターにおける主訴別一時保護の状況の推移

４－③：大阪地方裁判所における保護命令件数

４－④：ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の相談先（府民意識調査）

４－⑤：メディアにおける性・暴力表現（府民意識調査）

４－⑥：周産期死亡率、死産率、新生児・乳児死亡率の推移　(大阪府)　 
４－⑦：妊婦健康診査未受診の理由　(大阪府)
４－⑧：がん検診受診率　(大阪府)　
４－⑨：自殺者数（大阪府）

【今後の方向性】

【具体的な取組（例）】


（５）様々な困難を抱える人々が安心して暮らせる環境の整備
【現状】


（参考）
５－①：相対的貧困率（全国）
５－②：男女別・年齢階級別非正規雇用比率の推移（全国）

５－③：男女別・配偶関係別非正規雇用比率の推移（全国）

５－④：女性雇用者全体に占める非正規就業者の割合（大阪府　全国）

５－⑤：大阪府内の児童扶養手当受給者数の推移（各年3月末現在）

５－⑥：大阪府内の生活保護受給母子世帯数の推移（各年3月分）
５－⑦：児童相談所における児童虐待相談対応件数　

５－⑧：児童虐待につながると思われる家庭・家族の状況
別　添：「大阪の部落女性　アンケート調査から見えるもの」

【今後の方向性】　　　　　
【具体的な取組（例）】


○推進体制について
【現状】

【今後の方向性】


【具体的な取組（例）】


＜主な課題＞





・　あらゆる分野への男女共同参画に向け、努力目標を設定するなど取り組んできたが、今以上の推進には、学校教育からの長期的視点での人材育成や、より実効性ある方策例えばクォータ制(割当制)等が必要。





・　女性をはじめ社会を構成する多様な人々が、各々の能力を発揮し、職場、家庭、地域などで活躍できる「ダイバーシティ社会」構築に向けた仕組みづくりが必要。�


・　国・府・市町村において男女共同参画を推進してきたが、自分には関係ないことと捉えている無関心な人々の意識改革や、企業等を含め社会全体を巻き込むような制度改革につながらなかった。男女共同参画社会づくりがもっと身近な問題として捉えられるよう、子どもや男性への働きかけを行い、あらゆる立場の人々にとって必要な取組との認識を広めることが必要。�


・　育児休業など制度は整備されてきたが、業務が繁忙で長時間労働であること、職場に迷惑がかかるとの意識、取得しにくい雰囲気があること等により、男性の育児休業取得率がきわめて低いなど、制度が十分に利用されていない状況がある。


少子・高齢化社会の中で、子育て・介護をしながら働き続けていくことや、男性の家事・育児への参画を進めていくには、働き方そのものを変えていくことが必要。仕事と生活の調和が個人の生活の充実だけでなく、企業の経営戦略として人材確保や業績向上に不可欠で、さらには社会・経済の活性化に資するものとの認識を経営者層はじめオピニオンリーダー層に十分広げることが必要。





・　男性には、主な働き手・稼ぎ手が男性であるという性別役割意識が残ることなどの要因により、職場での長時間労働、様々なストレス等からうつ病や自殺などの増加が問題となっている。男女ともが、男女共同参画の意義を理解するとともに、互いの身体的な性差を十分に踏まえながら、心身及び健康について知識･情報を得て主体的に行動し健康を享受できるような取組が必要である。


また、女性は妊娠や出産をする可能性があり、生涯を通じて男性と異なる健康上の問題があることに留意が必要である。








・　行政計画の制定をはじめ女性に対する暴力の根絶に向け取り組んできたが、依然として様々な形態による被害が発生している。また、新たに若年層において恋人間の暴力の問題や、メディアにおける有害情報の氾濫なども問題となっている。女性に対する暴力は重大な人権侵害であり、女性に対する暴力根絶に向けた取組を一層強力に推進していくことが必要。





・　女性の健康に関しては、昨今、低年齢層での妊娠や中絶、性感染症の問題や、妊婦健康診査を受診しない未受診妊婦などの問題が多くある。女性は、妊娠や出産をする可能性があるという観点から、思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期等人生の各段階に応じた総合的な取組が必要。�


・　社会経済情勢の変化の中で、貧困や、教育や就労等の機会を得られない、地域での孤立など様々な生活上の困難に直面する人々が増加している。特に、女性は相対的貧困率が高く、母子家庭や高齢女性でその影響は顕著である。生活上の困難は、ＤＶや児童虐待にもつながることが懸念され、特に子どもにはより深刻な影響をもたらす問題であることから、次世代への貧困の連鎖を断ち切るための取組が必要


（施策の推進にあたり、障がいがあること、在住外国人であること、同和問題等に加え、女性であることでさらに複合的に困難な状況に置かれている場合があることに留意する必要がある。）





・　男女共同参画の推進においては、オール大阪での推進体制の構築を目指したが、十分機能しなかった。行財政改革で男女共同参画に関する啓発事業予算が削減される中、行政だけで男女共同参画社会づくりの取組を進めるには限界があることから、これまで民間と行政で培ってきたノウハウを活かし、行政相互間も含め様々な団体と連携する仕組みを創り、効果的な展開を図ることが必要。





第１部　基本的考え方


＜喫緊の課題＞





１．分野や実施主体の特性等に応じた実効性のあるポジティブ・アクション（積極的改善措置）の推進


２．より多様な生き方を可能にする社会システムの実現


３．雇用・セーフティネットの構築


４．推進体制の強化





・府では国と同様に、女性による様々な社会参画を進めていくことが求められており、審議会等における女性委員の割合について数値目標を定めるなど、社会的な意思決定への女性の参画拡大に取り組んできた。


・女性の社会進出は進んでいるが、女性管理職（行政・民間）や審議会委員、女性議員など政策・方針決定過程の場にいる女性は増加傾向にあるが未だ少ない状況にある。


・特に理工系分野での女子学生の割合が低いため、理工系分野の女性人材が少ない。


・府職員アンケートで、どこまで昇任したいか聞いたところ、男女とも「現在の職階」が最も多く、次いで男性は「課長」、女性は「主査」であり、昇任意欲に男女差がある。


・ＰＴＡや民生委員・児童委員など、地域で活動する組織における女性の数は多いにもかかわらず、会長などに占める女性の割合は、依然として低い状況にある。


・府民意識でも、職場での「昇進・昇格」や「管理職登用」は、全体の４割近くが「男性優遇」と考えている。


・国際社会の先進国の中で、日本はＨＤＩに比してＧＥＭ、ＧＧＩなど女性の参画度が極めて低いが、その事実はあまり府民に認識されていないため危機感も低い。


・府では、国際的な男女共同参画に関する情報の収集や提供、異文化理解の促進などの取組を進めてきた。


・国際化の進展等により留学生や国際結婚等も増加し、府では多様な文化や価値観を持った人間が行き交い活動している。平成20年現在、約21万人の外国人が在住し、その人数や都道府県人口に占める割合は東京都に次いで多い状況にあり、またその国籍も中国やベトナムが増えるなどプラン策定時に比べ多様化している。





・少子・高齢化や労働力人口の減少を踏まえ、各人が意欲に応じて能力を十分に発揮できるよう環境を整備し、男女共同参画により経済や社会を活性化させていく。


例えば、雇用の場では、女性や外国人など、多様で優れた人材を採用し、様々なニーズに対応する新しい価値を創造していくことが企業業績を高めるためにも不可欠。そのためには、単に女性の数や比率を増やすだけでなく、能力・成果重視の人事評価制度や多様な働き方を取り入れるなど人事・労務管理上の取組も含め、組織の風土自体を変えていく取組が促進されるよう支援していく。





・さらなるグローバル化の進展を踏まえ、男女ともお互いの人権を尊重した多文化共生を推進する観点から、相互理解と交流の促進を図っていく。





・男女共同参画を進める上で大切なのは、府民の過半数を占める女性の意思決定参画。


府をはじめ、行政や企業など様々な社会的組織において、政策・方針決定に女性の意思を十分反映させていくため、社会のあらゆる分野での意思決定に女性の積極的な登用を促進していく。





■政策・方針決定過程への女性の参画促進


・府の審議会での女性委員の登用にあたっては、クォータ制の導入など、取組を促進するための有効な手法について検討する。


・公務員こそ女性を幹部職員へ登用し民間の見本となるよう、大阪府自身が女性職員の管理職登用をきちんと行っていく。円滑に登用できるよう、マネジメント能力育成など研修も必要。また、言葉の認識を深めるためにも、大阪府自身が積極的に「ポジティブアクション」という言葉を使って、女性の管理職登用等を推進すべき。


・先進国中、男女共同参画の取組みは日本だけが取り残されている。例えば、経営者層に注目度が高いGGIの指標を活用し、世界で立遅れているという客観的事実を経営者層に知らせていくことが重要である。





■雇用の場における女性人材の活用（企業における男女共同参画）


・労働行政では、国・府・市の取組施策に重複感があるのにお互い情報共有していないため、利用者が困惑することが多い。相互に情報共有し府民にワンストップで案内するだけで非常に有効ではないか。


・男女を問わず仕事の成果を正しく評価する制度が大切である。企業において、例えば、女性が出産･育児で不利益を被らないような制度（休業前の評価を復職時に適用）や子育てにより退職しても再度採用する制度の導入等を促進することが有効と考える。


・女性社員が出産・育児等による業務の中断でマネジメント能力を育成する機会の不足に陥らないよう、リーダーシップを養う研修への参加機会の確保が大切。


・学生にとって「くるみん」取得企業のイメージが非常によいので、経営者はこうした制度を上手に使い人材確保につなげていけばよい。








■地域における男女共同参画の推進


・民生委員等で活躍する多くの女性の活動内容を行政が府民に広く伝え、ＰＲしていく。


・府が市町村と連携して、活動を支援する仕組みができないか。各市町村が把握している好事例を府が集約、編集して情報発信する仕組みができたらよい。





■理工系分野の女性人材の育成


・理工系の女性人材の育成は、学校教育からの長期的な視点での取組が必要である。


・理工系女子学生の就職支援のため、府内中小企業と大学（学生）のマッチングの場を設けてはどうか。


・府立大学が文科省事業の理系分野の女性支援事業に採択され、女性研究者支援を実施する。公立大学としては初めて採択され、大阪府施策と連携した取組も行う予定であることなど、今後の取組が期待できる。


・土木工学会等理系の女性が少ない分野では、女性の優秀な人材を集めることが喫緊の課題になっており、学校に講師を無料派遣するなど様々な形で取組を始めている。こうした団体との連携ができないか。





■国際化の進展の中での男女共同参画の推進


・国連など国際社会での女性を巡る課題については、女子差別撤廃条約関連等で最近活発に動きがある。貧困課題解決プログラムやトラフィッキング条約等、日本ではあまり知られていない。国際的な動きを伝える広報紙を定期的に発行するなど、情報を収集し、市町村等を通じて府民に情報提供していくなどはどうか。


・府に滞在する外国人研究者や留学生に対し、府域の男女共同参画に関する情報提供に努めることや在住外国人女性への支援などを進めていくことが重要である。


・在阪大学(院)の地方行政に関心を持つ留学生(男女)の中には、帰国後政府関係機関で働く人もいるのだから、府の男女共同参画施策関連の部署でインターンシップとして受け入れ、研修やフィールドワークの機会を提供できれば効果的に相互理解、人材育成へと繋ぐことができる。


・大阪は多くの在住アジア系外国人と共生してきた歴史があり、その経験を活かしていくことが必要ではないか。例えば「ヒューライツ大阪」は国際人権を研究するユニークな組織で、外国人女性の人権等も研究しているから大阪府男女財団との事業コラボレーションの可能性もある。


・男女共同参画のグローバルな活動をしている女性を支援してはどうか。例えば、NGOでの活動を広報したり、顕彰制度を設ける等が考えられる。





・府民が社会通念・慣習・しきたりなどで「男性優遇」と考える割合は7割以上で、社会全体として「男性優遇」と考える割合も6割以上となっている。また、「男は仕事、女は家庭」という性別役割分担意識について、「同感する」割合は、平成16年度の調査と比較すると男女とも増加しており、特に20～30歳代の女性及び30～40歳代の男性でその割合が高い。


・「男女共同参画社会」という用語の認知度は男女とも40％台で、同様の内閣府調査よりも認知度が20％程度低く、府民にとって身近な問題として認識されていない。





・府民が学校教育の場で、「男女が平等である」と感じる割合は、無回答やわからないとの回答を除くと、男女とも７割を超えるなど、家庭、職場、政治の場など他の分野より比較的高くなっている。


・４年生大学への進学率は、男女とも上昇傾向にあり、特に女性では平成12年から平成20年の間に10％以上上昇している。一方で、理工系分野における女子学生の割合が低いなど、専攻分野については依然として男女の差が見られる。





・テレビやラジオ、新聞などのマスメディアを通じて、男女の雇用機会の均等や仕事と子育ての両立に関する各種制度が周知され、職場で活躍する女性や家事・育児に参画する男性等様々な男女共同参画の事例等がタイムリーに紹介されるなど、広く府民に男女共同参画への理解が促進される面がある。





・昨今の社会情勢の変化なども踏まえながら府民意識の背景を分析し、これまで取組が進まなかった男性にとっての男女共同参画社会の推進の意義や必要性を明確に伝えていくなど、府民一人ひとりが男女共同参画を自分自身にかかわる切実な問題として捉え、理解を深めることができるような取組を行う。


また、組織の指導的立場にある人や社会的影響力のある人への啓発を重点的に行うこと等により、男女共同参画社会の実現に向けた意識形成を進める。





・男女共同参画社会の実現に向け、次世代を担うこどもたちに、男女ともに人権尊重の意識や男女平等の意識を育てていくため、学校教育の果たす役割は大きい。今後は、学校、家庭、地域、職場など社会のあらゆる分野で相互に連携を図りつつ、男女平等を推進する教育・学習や情報の提供をさらに充実させる。





・メディアを通じ男女共同参画の意義がより広く理解されるよう、男女共同参画の視点に立った表現を推進するとともに、メディア・リテラシーの向上にむけた取組を引き続き進めていく。





■男女共同参画への理解と共感を広げる取組


◇課題解決のための啓発


・昨今の社会情勢の変化なども踏まえながら、その背景を分析し、例えば、若い世代には就職難や非正規雇用の問題、中高年層には親の介護など、それぞれの対象者が男女共同参画を自分自身にかかわる切実な問題として捉え、理解を深めることができるような取組を行うことが必要。





◇リーダー層への啓発


・企業経営者など組織の指導的な立場にある人や社会的に影響力のある人を対象とした啓発を重点的に行ったり、地域、学校、職場など様々な場において、市町村や企業、大学、経済団体、NPO等と連携した取組を行うなど、効果的な広報啓発を行っていくことが重要。


・経営者、弁護士、医者、教員など専門職や社会的影響力の大きい層に対し、女子差別撤廃条約の内容や日本への勧告等についてきちんと周知することが必要。世界の中で日本がどのような評価をされているかの実態を認識してもらうべき。


・専門家(職能団体や業界団体)に働きかけてはどうか。（女子差別撤廃条約の最終勧告の趣旨を踏まえ、プロフェッショナルへの働きかけといった視点も重要。）各団体が実施する研修事業で男女共同参画施策について男女課職員が講師に行くなど。





◇生活技術の向上


・家事・育児など家庭での仕事を正当に評価することは大切な視点。家事というより、男女とも「生活技術」は誰でも必要なのに若年層は学ぶ場が無い。子育てや料理をはじめ、生活技術に関する“おばあさん”の知恵を若い層に伝授してはどうか。


・｢固定的な性別役割分業｣肯定ということではなく､家庭での家事･育児･介護等の価値を社会的に正当評価することが必要。（例；家事検定の創設）





■子どもの頃からの男女共同参画の理解と促進


◇若年層に対する啓発


・教育も大事。男女とも、一生をどのように生きたいかを自らが考えて選択していけるように支援することが必要。そういうことを学校や家庭で学んでいくことが大切。


・生きていく上で何が重要かを学ぶことが最も大切で学校・家庭が取り組むべきこと。韓国はボランティア活動を義務化し学校教育に組み込んでいる。NGOを活用。


・15歳までに何を子どもに身につけさせたいかについて国際比較すると、日本で低く、諸外国で高いのは次の３つ。「①お金を稼ぐ(アルバイト)、②子どもの世話ができるようにする、③自分で食事を作る。」こういう経験をしていれば、男女にかかわらず成人になって以降生活自立ができる。高校･大学生を対象に、こうした能力を身につけるためのワークショップなどを開催してはどうか。


・女の子には、まず自分の身体を守ることを第一優先順位で学ばせるべき。男の子には、育児の楽しさを教え、良いイクメンになってもらうことが大切。


・理工系分野で活躍するロールモデルの紹介を行う。


・中学・高校など就職前に労働者の権利を学ばせることが大切。どんな選択をするにせよ、社会で生きていくための知識を身につけることが必要。





◇学校への出前講座


・民間団体の中には、ボランティアで高校への出前講座等やろうという団体がある。民間団体だけだと信用力が無い。仲介役に大阪府や府男女財団などが入ると、高校はじめ世間は安心。デートＤＶ講座やキャリア教育などに活かすべきではないか。





◇教員への研修について


・教員の日ごろの指導、１つ１つの積み重ねが大事。男女共同参画について１日授業してもそれだけでは効果は上がらない。マニュアルに沿って授業しようとしても、現実はもっと大変な状況にある。


・教員には、現在の社会状況の認識を深めてもらいたい、また、子ども達に、かせぐ力、生き延びる力をどうつけさせるのかを考えてほしい。


・教員採用後、初めて学校現場での貧困、児童虐待などの深刻な課題に直面する。教員養成課程で「児童福祉」を必須にするなどのフォローが必要。


・教員の意識の中で、福祉、教育と男女共同参画とがリンクしていないのが問題では。


・学校現場が抱える児童虐待や非行等解決すべき課題に直結するテーマとした研修の設定等が大切。こちらの都合だけでなく啓発を呼びかける先方の課題解決につなげる設定が大事。





■メディアにおける男女共同参画の推進


◇メディアを通じた男女共同参画の推進


・新聞やメディアが積極的に書けば関心を持ってもらえる。政治の分野に届いていない。男性はテレビ見ないが新聞は読む。ジャーナリストに情報を提供していくような回路が必要。女性記者など、関心を寄せているメディアには、積極的に独自に情報提供するネットワークや仕組みをつくってはどうか。





◇メディア・リテラシーの向上


・メディア内容を主体的に選択し、読み解き、活用できる能力を身につけるためのメディア・リテラシーの向上に向けた取組が重要。








・育児休業を取得し継続して就業する女性の割合は増えており、府の年齢別の女性の就業率をみると、Ｍ字の谷は浅くなっているものの、依然として30歳代を底とするＭ字カーブを描いている。潜在的就業率をみるとＭ字の谷は浅くなることから、出産を機に就業を中断する女性が多く、仕事と子育て等との両立が難しい状況が続いている。


・保育所待機児童数は、多様な保育施策の展開により減少しつつあるものの、全国的に見るとまだ中位である。また、保育所入所枠の拡大に伴い就労を希望する女性も増加するなど、潜在的な需要が顕在化しつつある状況も見受けられる。


・男性の育児休業取得者は、平成20年調査で0.9％と女性の86.1％に比べて極端に低い状況に留まっている。また、府民では、男性が家事に要する時間が、平日及び休日とも「ほとんどない」が30％台と高い状況にあるなど、依然として女性が家事や子育てを担っている。





・府の高齢化率（65歳以上の割合）は、平成12年の14.9％から平成21年には21.5％に、要介護認定者数は、平成13年の約20万人から平成19年には約33万人に増加しており、今後も増え続けることが予想されている。


・家庭における介護について「夫と妻の両方同じ程度の役割」と考える府民の割合は、７割弱となっているが、仮に介護を自宅でする場合の介護する人については、女性の８割弱が自分、男性の５割以上が配偶者と思っており、介護を担うのは女性という意識があることが伺える。





・様々な社会構造がもたらすストレス等によるうつ病の増加等が問題となっている。職業生活では、仕事に関して強い不安やストレスを感じている労働者の割合も高い水準で推移している。





・男女とも自らの意思により、多様で柔軟な働き方を選択することができ、健康を維持しながらその能力を十分に発揮できるよう、働き方の見直しや仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進する取組みを強化する。





・子育てや介護については、働く場や地域をはじめ、社会全体で支えていくための環境整備をさらに進めていく。





・国際社会の中で持続可能な経済成長を続けるためには、企業など組織が労働生産性を高め、量より質を重視する働き方に変革する経営戦略が必要なことを経営者や有識者など社会の指導的立場にある人たちに示していく。





■企業等におけるＷＬＢの推進等


・先進国中、男女共同参画の取組みは日本だけが取り残されている。今後は、例えば、経営者層に注目度が高いGGIの指標を活用して、世界の中で立ち遅れている客観的事実を経営者層に知らせていくことが重要。【再掲】


・WLBや次世代育成の課題は、経営者側に必要性を認識してもらう必要がある。WLBは男女共同参画のキーワードである。


・聞く気のない経営者にアプローチしても無理。敏感な経営者に情報提供や働きかけをし、「気づかせる」ことが大切。


・府内企業の取組をより一層推進するため、例えば、公契約の入札参加制度において、男女共同参画に積極的に取り組む企業を優遇する等の具体的な方策を検討する。





■男性の家事・育児参画の促進


・男性に、実際に育児(介護)体験させることが重要。具体的にどんなことか知らなければ、大変さも楽しさもわからない。職場研修の一環で保育所での「子育て体験」や「介護体験」を取り入れてはどうか。


・育休を取得した男性の活躍事例を紹介するなどし、男性の育児休業取得の促進や家事・育児等への参加について、社会的評価を高めるための気運の醸成を図ることも重要。


・他県が実施している企業向けの「出前子育て講座」（紙芝居、絵本読み）等を実施してはどうか。支援センターや保育所が、昼休み等にお父さん向けの子育て講座を行うもの。県はメニューの提示などを行っている。





■子育てしながら働き続けられる環境の整備


・他府県では、政･労･使でWLBの協議会を立上げ、企業と協定を締結する取組を行っているところがある。組合や経営者団体、行政(国・府・市)、おやじの会、女性団体等が参加。参考になるのではないか。


・働く女性(男性)の支援策として育児休業制度の普及ばかり強調されるのは疑問。本来、長期育児休業せずとも、働きながら育てられるよう、保育所整備等の環境整備をすることが最も求められる。


・労働行政で府県のできることは多くはないが、公的な育児ネットワークを創ることが必要ではないか。





■在宅の子育て支援


・子育て中の専業主婦にも孤立等の問題がある。放置し虐待につながるケースも。働く女性の子育て支援だけでなく、保育園開放等子育て中のすべての人を対象にした施策を市町村やNPOと連携実施することも大事。


・市町村との連携で「認定こども園」の取組ができないか。


・家庭で子育てしている人にも目を向けることが大事だと思う。新計画では、働いていなくても子育てする女性の素晴らしさを打ち出せたらいい。





◇民間団体との連携


・旧来の自治会組織は崩壊しているエリアも多く不十分。子育てサロンや高齢者の活動、ＰＴＡやＮＰＯ等多様な活動組織にも枠を拡大した自治体の取組みが必要。


・Ｍ字カーブの要因に長い通勤時間や男性の長時間労働があるなら、女性が働きやすいよう職住接近の雇用を生み出すことが大事ではないか。ＮＰＯやコミュニティビジネスに女性が参加できるように支援してはどうか。





◇家事・育児・介護への男女共同参画


・介護は今後重要な課題でニーズは高い。介護ニーズを吸収し、社会的サービスとして提供を充実させて雇用の受皿にすべき。今は賃金水準が低すぎるので、消費税等税負担で賃金水準を改善し、良質の人材確保が必要。


・非正規雇用者に介護を担っている人の割合が高いという統計もある。こうした層にどのように、安定就労させる仕組みをつくるかが課題。


・固定的性別役割を否定するだけでなく、(女性が)家事・ケア等で培ってきたことを職業経歴で評価し、就業時に活かす考え方で、介護職場等への就業促進の支援ができないか。





■中高年（団塊の世代等）の社会参加の促進


・長寿社会で、団塊世代の男性の定年退職後の暮らし方が課題。元気な間は社会に貢献してもらえるような仕組みづくりが求められている。


・退職期を迎えた団塊世代は、職場以外居場所の無い人が多いのでは。仕事で培ったノウハウ等を活かした社会貢献を呼びかければ、意気に感じてやってくれるのではないか。


・中高年が活躍できる受皿がない。社会貢献できることを意気に感じる人も多い。但し活用に際しては、男女共同参画や人権の基本についての教育が必ず必要。会社の経験を生かすのも良いが、これまでと全く異なることにチャレンジしたい人にも配慮を。


・団塊の世代の社会貢献活動に期待。自分の楽しみに加え、NPO等市民活動に参加し活躍してもらうことが大切。団塊の世代は学習意欲もある。現在の厳しい社会状況を再認識してもらった上で、市民活動に参加してもらうことが重要。


・地域の活動に男性を巻込むためにボランティアサークルを活用してはどうか。自治会などを介して、趣味など楽しいサークル活動への参加者を募集し、その一環で時折ボランティア活動をしてもらう(例：男性の料理教室仲間→給食サービスの提供)。セカンドライフを模索中の団塊の世代にとってもハッピーリタイアメントに繋がる。








【女性に対するあらゆる暴力の根絶等】


・配偶者からの暴力（ＤＶ）に関する相談や一時保護件数は、依然として高い状況が続いている。府民意識調査によると、ＤＶを受けた経験のある人の半数以上が「どこにも相談しなかった」と回答しており、相談をためらったり一人で悩みを抱えこんでいる被害者も多いと考えられる。さらには、恋人間での暴力（いわゆる「デートＤＶ」）も若年層において問題となっている。





・メディアにおける性・暴力表現について「性・暴力表現を望まない人や子どもの目に触れないような配慮が足りない」と考える府民の割合は、男女とも7割を超える。





【男女の生涯を通じた健康支援】


・母子保健関係の指標を見ると、周産期死亡率、死産率、新生児・乳児死亡率はいずれも減少傾向にある。


一方、母体と胎児の健康を確保する上で大切な妊婦健康診査を受診しない未受診妊婦が社会問題となっているが、府の調査では、未受診の理由は、約３割が経済的理由、約２割が身体や社会制度に関する知識の欠如である。


・府民の死亡原因の1位を占めるがんについては、死亡率が全国の中でも最も高い府県の１つで、また、がんの早期発見につながるがん検診の受診率は、乳がん検診、子宮がん検診受診率とも全国と比べて低い状況にある。


・心の健康面においては、様々な社会構造がもたらすストレス等によるうつ病の増加等が問題となっている。中でも自殺者数は全国で３万人を超えている。府の自殺者数は人口比ではそれほど高くはないものの、概ね２千人前後で東京に次いで多く対策が求められる。





【女性に対するあらゆる暴力の根絶等】


・女性に対する暴力は、女性の人間としての尊厳への侵害であり決して許されるものではなく、今後とも市町村や関係機関と連携し、女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けた取組を積極的に進めていく。


・メディアにおける女性の人権尊重の観点、固定的な性差観にとらわれない表現、暴力や性の表現の自粛などの点について、全国的にメディア側の自主的な基準作りが進むよう、他の地方公共団体とも連携を図りながら、国とともに、メディアに働きかけていく。





【男女の生涯を通じた健康支援】


・男性も女性もお互いの身体的特性を十分に理解しあい、人権を尊重しつつ相手に対して思いやりを持って生きていくことは、男女共同参画社会の実現の前提となるものであることから、今後も男女双方の生涯にわたる健康支援を進めていく。





■女性に対するあらゆる暴力の根絶


◇教育、司法、医療、警察など関係者への啓発


・ＤＶについて、教育、司法、医療、警察などの関係者へ幅広く啓発していくことが重要である。





◇恋人間の暴力（デートＤＶ）への対応


・若年層において、恋人間の暴力（デートＤＶ）が問題となっている。若年層を対象とした啓発や学校と連携した取組みを行う。


・虐待やＤＶ防止に向けては、子どもと赤ちゃんが触れ合う授業やＤＶのことを学ぶ授業が必要。次世代を育成するプログラムの提供、10年後、20年後に向けた取組が大切。





◇相談窓口等の情報提供


・日本では様々な支援制度が整っているにもかかわらず、そこにたどりつけない人が大勢いる。使い勝手が悪いものや窓口がわからないものもある。情報の発信と情報のコーディネートが必要。生活保護やＤＶも同じで、各種制度はあるのに制度の使い方がわからない人が多い。








■女性の人権を尊重した表現の推進


・府が行う広報・出版については、府民向けに広く情報発信していく点から社会に与える影響が大きいことを考慮し、広報・出版物が男女共同参画の視点にたった表現となるよう引き続き取組を進める必要がある。


・メディアにおける女性の人権尊重の観点、固定的な性差観にとらわれない表現、暴力や性の表現の自粛などの点について、メディアに働きかけていく必要がある。





■男女の生涯を通じた健康支援


◇がん検診受診率の向上


・男女とも平均寿命が伸びているが、全国の中でもがん死亡率が高いことから、がん等の検診受診率を高め、早期発見、早期治療を進めることが重要。


・健康は誰にとっても関心のあるテーマ。性差に基づくがん（女性の乳がん･子宮がん、男性の前立腺がん）の死亡率を全国最低にとの目標を掲げ、早期発見のため検診を受診するよう、あらゆる機会を通じ周知徹底するとか、子宮頸がんワクチン接種3回の内1回は府助成で無料にする等取り組んではどうか。


・大阪は、全国でもがん死亡率が高いのにがん検診をはじめ検診率が低い。もっと学校などで検診の大切さを徹底して教えていく必要がある。





◇女性の健康支援


・女性については、妊娠や出産の可能性があり男性と異なる健康上の問題に直面することに留意する必要がある。


・女の子には、まず自分の身体を守ることを第一優先順位で学ばせるべき。妊娠すると人生が変わってしまう。どう男の子と付き合うのか、コミュニケーションの取り方を教える必要がある。【再掲】





◇心身の健康対策


・健康の分野については、高齢者の健康問題、性差医療、男性のうつ、男性相談といった取組も大切になるのではないか。


・昨今の社会構造がもたらすストレス等の問題に関しては、職場での対人関係や過重労働などが影響していると考えられる。このため、男女を問わず、心身ともに健康対策を積極的に行うとともに、働き方の見直しなどの取組も必要。





◇性差に応じた的確な医療


・疾患の罹患状況が男女で異なることも踏まえ、生涯を通じた健康保持のためには、性差に応じた的確な医療の必要性がある。





・全国的に、単身世帯やひとり親世帯の増加、雇用・就業構造の変化などの中で生活困難が幅広い層に広がっており、そのうち貧困者の割合は、高齢単身女性世帯や母子世帯層など女性で高くなっている。


・女性雇用者に占める非正規雇用者の割合は、平成9年の46.4％から平成19年には58.8％と増加しており、全国平均よりも高い数値で推移している。





・平成21年3月時点で、府における児童扶養手当受給者数は約89,000人（全国比9.2％）、生活保護を受給している母子世帯は約17,200世帯（全国比18.3％）である。また、児童虐待相談件数や就学援助率なども非常に高い状況にある。ひとり親家庭の子どもや虐待を受けている子どもなど支援を必要としている子どもの問題が顕在化してきている。





・障がいがあること、在住外国人であること、同和問題等に加え、女性であることでさらに複合的に困難な状況に置かれている場合がある。





・貧困など生活困難が拡大し、社会全体で取組むべき深刻な課題となっている。より影響が深刻な女性層、例えば、母子家庭や高齢女性の生活支援などの取組みについて、行政と民間団体が連携して進める仕組みを検討していく。


　その際、大阪が培ってきた地域力を活かす視点で取り組んでいく。





・次代を担う子どもたちが健やかに成長できるよう、子どもに対する暴力・虐待を根絶するための体制整備や、ひとり親家庭への自立支援を行うなど、社会全体で子どもを支える取組を進めていく





・障がいがあること、在住外国人であること、同和問題等に加え、女性であることでさらに複合的に困難な状況に置かれている人々への対応について、課題を検討していく。








■困難な状況を抱える家庭への支援体制の充実


・大阪府は就学援助率１位。学校の中でも、地域の支援人材とともに家庭教育のサポートをしているが、ボランティアベースでなかなか広がらない。今までやってきたことを活かしながらいかに支援するかが大切。


・財政も厳しい中、行政が担える範囲は狭いのだから、新たな公私共同モデルの構築が必要。社会福祉協議会や民生委員の活動はじめ、大阪は民間での地域福祉の先進県。福祉分野の団体･NPOの元気な女性の活動をとりあげてもっとPRを。


例えば、豊中市の社会福祉協議会では虐待防止のプログラムに地道に取組んでいる。





■母子家庭の自立支援


・離婚した女性が、社会的サポートがわからず孤立するケースが増えているように思う。こうした連鎖を断ち切るのは教育である。どんなサポートがあるのか教えることも大切。しかし、支援を受けるだけでは不十分。母子家庭でも自立して生活していけるようにすることが大事。


・大変な状況下ながらも、頑張っている人たちを支援することが大切。


・良質なサービスで有名な温泉旅館が、母子家庭の母が働きやすいよう保育施設付き母子寮を設置するなどし、母子家庭の母の雇用率が高くWLBも推進している、と表彰されていた。単なる弱者支援でなくコミュニケーション力ある女性人材をどう活用するかとの戦略的経営の一環で実施されている。





■相談窓口等の情報提供


・日本では様々な支援制度が整っているにもかかわらず、そこにたどりつけない人が大勢いる。使い勝手が悪いものや窓口がわからないものもある。情報の発信と情報のコーディネートが必要。生活保護やＤＶも同じで、各種制度はあるのに制度の使い方がわからない人が多い。【再掲】


・部落の女性をはじめ、障がいのある女性、外国人女性、母子家庭、高齢女性など、困難な状況に置かれている人々への対応が必要。同和問題の解決に向けた取組の１つとして、地域における身近な相談窓口の整備や地域再生、地域活性化が図られてきたところであり、こうした取組を男女共同参画の課題解決に活かしてはどうか。


・多くのNPOから聞くことだが、一番弱い人に情報が届かない。アウトリーチは現場までいかないと仕方ない。行政だけでは限界がある。世話焼き市民が必要。








・現行プランでは、大阪全体で男女共同参画社会の実現に向けた取組を推進するため、事業者や各種団体を巻き込んだ連携体制の構築に向けた取組を進めるとともに、府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）での事業を実施するなど、庁内での推進体制の充実が図られてきた。


・「男女共同参画社会」という用語について4割の府民にしか周知されていない現状を考えると、より多くの府民に理解と共感を広げるような視点での取組が必要である。





・さらに男女共同参画を進めていくため、新計画の策定にあたっては、大阪府・大阪市など行政相互間の連携はもとより、府をはじめ市町村や、女性センター・男女共同参画センター、NPO、企業、大学、経済団体、労働組合、関係団体等と連携したオール大阪での推進体制を構築していく。


・取り組むべき課題が増える中、行政が担える範囲は限定されている。大阪が福祉、教育などの分野で培ってきた行政と地域をつなぐ仕組みを「地域力」として活かしていく。





■男女共同参画センターの活用


・センターの利用者は中高年世代の人が中心だが、若い人がセンターを活用するしくみを作ることができたらよい。


・これまで、センターを多くの府民の拠点施設にするしかけがなかった。府民が利用する交流スペースとなる活用策が考えられないか。


・府民になるほど、と思わせるような機能を付加するなどし、センターを活用することはできないか。(より多くの人にその存在を共感してもらえるようPRすることが大切)


・起業支援等をもっとやってはどうか。京都府のセンターの取組は参考になる。





■府トップからの発信


・どこかの時点で府のトップが男女共同参画を重要と考えていることを発信する仕掛けづくりが必要ではないか。





■様々な団体との連携強化


・企業や労働組合、NPOなどを巻き込んだ取組みを展開する必要がある。連合も最近は、積極的に動き始めている。経営者団体も少子化対策のレポートを出していたように思う。協力を求めていくことができるのではないか。　


・府が市町村と連携して、活動を支援する仕組みができないか。各市町村が把握している好事例を府が集約、編集して情報発信する仕組みができたらよいのでは。【再掲】


・民間団体の中には、ボランティアで高校への出前講座等やろうという団体がある。民間団体だけだと信用力が無い。仲介役に大阪府や府男女財団などが入ると、高校はじめ世間は安心。デートDV講座やキャリア教育などに活かすべきではないか。【再掲】
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